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　1．はじめに

　太陽光発電はバイオマスや風力、地熱、水力な
どの再生可能エネルギーの中でも近年急速に普及
し、この 10 年間で年間平均で 47％も増大してい
る（REN21, 2016）。太陽光発電システムの生産規
模の拡大と R&D による技術革新はめざましく、
システム価格が下がることで競争力を増している

（Jäger-Waldau, 2006; Parida et al., 2011; Razykov et 

al., 2011）。しかしながら、原子力発電や石炭火力
発電などと比較すると依然として発電コストが高
い。そのような状況下、太陽光発電をはじめとす
る再生可能エネルギーの効果的な普及を図るた
め、政府の役割の重要性が増している。
　多くの国々ではこれまで太陽光発電の導入に対
して多額の補助金を交付しているものの、補助金

の費用対効果や社会厚生の観点での評価は定かで
はない。太陽光発電の普及や技術革新は補助金の
影響を強く受けるため、一般的な純粋な市場主導
の普及とは異なる（Jaffe et al., 2002; Rosendahl, 

2004; Davies and Diaz-Rainey, 2011）。補助金政策
は、太陽光発電システムのサイズに応じて導入時
に補助される発電設備容量ベースの補助金と、発
電した電力量に応じて支払われる発電量ベースの
補助金に大別できる。どちらの補助金が再生可能
エネルギーの導入を促進させるのかについては、
多くの研究がなされているものの、明確な結論は
得られていない（Couture and Gagnon, 2010; Ragwitz, 

et al., 2007; Butler and Neuho, 2008）。
　発電量に応じた補助金を交付する制度に固定価
格買取制度（Feed-in tariff, FIT）がある。発電者
の余剰電力に対してプレミアムを付与した買取価
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太陽光発電システムの需要構造と普及政策の効果

　

荒川　潔＊

要　　　　　約

　近年、政府の補助金政策の効果もあり、太陽光発電システムが世界的に急速に普及している。
太陽光発電システムへの投資には大きな不確実性を伴うため、固定価格買取制度などの固定
的な金銭的インセンティブとともに、リースなどの不確実性を低下させる取引形態の普及促
進が図られている。また、太陽光発電システムの効率的な普及を目的として、導入時の発電
設備容量に応じた補助金や発電量に応じた補助金が交付されている。そして、太陽光発電シ
ステムの導入におけるピア効果のため、その普及においてコミュニティーの役割が重要視さ
れている。本稿では、太陽光発電システムの需要構造を分析した先行研究を概観することで、
効率的な普及を実現するための要因を把握するとともに、普及政策の効果を検討する。
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格を支払うこの制度では、発電者である消費者は
電力を供給することで利益を得ることができる。
さらには、設置に関わる補助金やリベート、ロー
ンなどを組み合わせると、太陽光発電システム普
及の大きな原動力となる。この状況は、住宅用の
屋根に設置する太陽光発電システムが政策上優遇
されている日本やドイツ、イタリアなどの国でよ
く見られる。
　米国では、余剰電力の買取制度としてネット
メータリングを用いている州が多い。この自己消
費の余剰分を電力市場に売る制度では、発電者は
順潮流と逆潮流の双方向に対応し両方向に回転す
る電力メーターで電力を売買し、買電と売電は物
理的な量である kWh で計測される。さらには発
電者である消費者には、設置の補助金や減税など
の優遇措置が与えられることになる。
　このような余剰電力の買取制度は太陽光発電の
普及に大きな影響を与えているが、近年、それら
の制度の見直しが進められている。米国では、電
力会社の固定費回収が困難になるデススパイラル
問題により、ネットメータリング制度の変更や廃
止の検討を行っている州がある。そして日本やド
イツでは、賦課金の増大にともなう国民負担の増
大により、FIT の電力買取価格が引き下げられて
いる。
　以上を踏まえると、現状は、太陽光発電の普及
に関して、環境問題を社会的な費用負担の問題よ
りも優先して考えた段階から、社会的な費用負担
の適正化のため、太陽光発電の効率的な普及を図
る段階に入ったと考えることができる。したがっ
て、持続的な太陽光発電システムの開発との普及
のためには、太陽光発電の需要構造を詳細に理解
し、それに応じた補助政策の立案が不可欠となる。
そのため本稿では、先行研究を概観することで太
陽光発電の需要構造の理解を深め、これまでの普
及政策の効果を検討し、今後の課題を明らかにす
る。
　本研究の構成は以下の通りである。次節では太
陽光発電の出力変動の特徴を明らかにする。第 3

節では太陽光発電に伴う不確実性について分析す
る。第 4 節では太陽光発電に関する補助金政策の

効果を検討する。第 5 節では FIT の効果を説明す
る。第 6 節では太陽光発電の導入におけるピア効
果や太陽光発電の導入と立地の関係を明らかにす
る。第 7 節では結論を述べる。

2．太陽光発電の出力変動

　再生可能エネルギーの発電は自然状況に強く影
響を受け、需給調整能力がない発電パターンとな
る。特に太陽光発電は大きな出力変動を伴うため、
太陽光発電システムを電力系統に接続するのは容
易ではない。太陽光発電のパフォーマンスに影響
を与える要因は、システムの設計や組織と関係が
ある内生的要因と、環境などと関係がある外生的
要因に分類できる。内生的要因には、モジュール
のタイプや発電設備容量、設置形態、インバーター
の設置、設置の向きなどがある（Chang, 2009; 

Huld et al., 2010; Eke and Senturk. 2012）。外生的
要因には、日射量や気温、風速、埃、積雪などが
ある（Dong and Wiser, 2013）。多くの先行研究に
おいて屋上設置の太陽光発電の検証が行われ、導
入の形態によって太陽光発電システムの導入の費
用に顕著な違いが見られることが明らかとなって
いる（Gillingham et al., 2016）。
　日中のサイクルや季節性を超えた予測不可能な
発電や需要の変動が生じると、計画されていない
停電のリスクを高める。再生可能エネルギーの導
入が増大すると、自然状況に影響される短期的な
リスクと発電システムの分散化に伴う長期的な調
整という新しい問題が生じる。そのため、太陽光
発電を効果的に活用するには、出力変動を的確に
予測する必要がある。
　太陽光発電システムの場合、日中と夜間の発電
の断絶は避けられない。しかしながら、日中の発
電の変動性については、日射量は正午に最大とな
り、それは徐々に変化するため、ある程度予測で
きる。そのため、1 時間までの短い時間であれば
かなりの精度で予測ができる。しかしながら、空
間的な詳細化や数日間の予測の信頼性の向上に比
べると、気象や日射量の予測の精度は低いものに
とどまっている。
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　太陽光発電システムは、風による雲や埃によっ
ても影響を受け、モジュールの効率性も大きく影
響を受ける。そのため、雲の変動が大きい状況で
は、太陽光発電システムは電力系統への突然の電
力供給によるランピングを生じさせることにな
る。十分に大きな発電所の場合、モジュールが一
斉に変動することはないが、Wang and Sueyoshi 

（2017） は、カリフォルニア州での大規模な太陽光
発電システムの導入の効果を検証し、80 ～ 90％
の導入において非効率性があることを明らかにし
ている。この太陽光発電システムのインパクトは、
太陽光発電システムを敷地内で分散させること
で、ある程度緩和することができる。
　このようなサイクル的な間欠性や変動性は、周
波数や電圧の安定性をリスクにさらすことにな
る。この不確実性に対応し、さらには電力系統に
接続する太陽光発電システムの発電設備容量を増
大させるためには、バックアップ電源の利用や出
力抑制などの採用が必要となる。電力系統での発
電量が不足する場合、バックアップ電源の設置だ
けでは大規模な出力変動に対応できない。そのた
め電力系統において変動性の高い電源が増大する
と、通常の発電所の柔軟な運用が必要となる。し
かしながら、全ての火力発電所はすぐには反応で
きないため、バックアップ容量の慎重な計画が求
められる。電力供給が過剰となる場合、パネルの
運用を停止するという出力抑制が行われる。しか
しながら、出力抑制の運用は簡単ではあるものの、
発電設備の所有者に被害をもたらすため、基本的
には避けるべき手段である。

3．不確実性

　太陽光発電の導入にはリターンが不確実な中で
多額の投資を行う必要がある（Shih and Chou, 

2011）。キャッシュリベートなどの政策は、太陽
光発電の導入に対して固定的な金銭的インセン
ティブを与える。それらは太陽光発電パネルの発
電設備容量に応じて支払われ、太陽光発電導入の
費用に対して確実性を与える。多くの場合、家計
は固定的な金銭的インセンティブと発電に応じた

インセンティブの組み合わせに応じた対価を得る
ことになる。
　不確実性は、購入するかリースするのかといっ
た導入形態の選択においても重要な役割を果た
す。Drury et al. （2012） は、カリフォルニア州で
増加傾向にあるリース取引を分析し、オーバーナ
イトコストなどの導入時の金銭的な負担を低下さ
せることを明らかにした。つまり、新しい技術を
導入する際のいくつかの複雑さや不確実性を取り
除き、導入することによる金銭的な便益を単純な
月額として再構築できるのである。Rai and Sigrin 

（2013） は、厳しいキャッシュフローの消費者が
リースを好むため、リースは現金に貧しい市場セ
グメントに効果的であることを明らかにした。
　Bauner and Crago （2015） は、不確実性に対応し
て投資を遅らせる便益を考慮するオプション価値
フレームワークを用いて、家計の太陽光発電に対
する投資行動を分析した。そして、リベートや金
融的インセンティブは導入までの時間を短縮する
が、それらの効果は家計が太陽光発電投資にオプ
ションバリュー決定ルールを適用すると低下する
ことを明らかにした。さらに、導入段階でインセ
ンティブを与える政策が、太陽光発電の投資にお
けるリターンの不確実性を最も効果的に低下させ
ることを明らかにした。
　政府や自治体の政策によるサポートにより、太
陽光発電システムの導入の費用が低下し、需要が
拡大している（Barbose et al., 2013; Fischlein and 

Smith, 2013）。しかしながら、太陽光発電システ
ムのような資本集約的な耐久財においては、シス
テム費用以外の太陽光発電システムの導入に関す
る情報探査など非金銭的な費用が強く影響する

（Jager, 2006）。さらに、急速な技術進歩と費用の
低下が期待される技術においては、リアルオプ
ション問題が顕著である。このような問題を分析
するには、資本集約的なエネルギー技術の導入に
関係する家計の意思決定のプロセスを理解する必
要がある。太陽光発電の導入を検討する際、幅広
い情報ソースから情報を入手し、導入に関する不
確実性を低下させるのが一般的である。住宅用太
陽光発電システムの導入においては、ピア効果
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（Graziano and Gillingham, 2015）、ビジネスモデル
（Blackburn et al., 2014）、電力価格（Darghouth et 

al., 2011）、割引率（Davidson, 2015）などの要因
が不確実性をもたらすことが明らかにされてい
る。

4．補助金

　太陽光発電システムは政府の政策と金銭的な補
助により、再生可能エネルギーの中では最も急速
に普及している（Badcock and Lenzen, 2011）。消
費者は異なる価格構造に対して異なる反応を示す
ため、太陽光発電の導入は税やインセンティブの
設計に影響を受ける。多くの先行研究は、インセ
ンティブが与えられるメカニズムによって、消費
者の異なる反応がもたらされることを明らかにし
ている（Gallagher and Muehlegger, 2011; Sarzynski 

et al., 2012; Shrimali and Jenner, 2013）。消費者の
反応は制度だけではなく環境などの幅広い情報に
も影響される。しかしながら、太陽光発電市場に
おいて家計が得る情報の質と量には制約があるた
め、消費者は実際にどのようなインセンティブが
利用可能なのかについての十分な情報を持たない

（Rai and Beck, 2015）。
　近年、補助金政策が住宅の太陽光発電システム
の導入に与える影響に関する研究が増えている。
Hughes and Podolefsky （2015） は、消費者の太陽
光発電システムの需要に関して、カリフォルニア
州での発電量ベースの補助金の効果を分析した。
そして、補助金が太陽光発電の投資に大きな影響
を与え、$5,600 から $6,070 への補助金の増額によ
り、投資を 13％増大させることを明らかにした。
また、彼らはカリフォルニア州での太陽光発電の
補助金を分析し、導入に対しては、導入時の補助
金が大きな効果を発揮すること、また補助金がな
ければ、導入が 53％も減少することを明らかにし
た。Crago and Chernyakhovskiy （2017） は、リベー
トのプログラムや太陽光発電システムの発電の推
計から、リベートによる追加的な太陽光発電の導
入のインセンティブは kWh 当り $0.10 ～ $0.19 で
あることを推計した。Burr （2016） は California 

Solar Initiative （CSI） に関して消費者のインセン
ティブデザインに対する異なる反応を分析し、
CSI 補助金がなければ導入は 85 パーセントも減少
することを示した。
　Gillingham and Tsvetanov （2018） は、住宅用の
太陽光発電システムの需要を推定し、太陽光発電
の需要の価格弾力性が -0.65 であることを明らか
にした。さらに、Counterfactual なシミュレーショ
ン分析から、金銭的なインセンティブを半減する
と、新規の導入が 9％も減少することを明らかに
した。また Rogers and Sexton （2014） はリベート
の弾力性を約 -0.4 と推定している。
　Crago and Chernyakhovskiy （2017） は、金銭的
なインセンティブの中で、リベートの効果だけが
大きな優位性を持つことを明らかにした。1 ワッ
トにつき 1 ドルのリベートの増大は、年間の太陽
光発電の発電設備容量を 47％増大させることも明
らかにした。また、リースなどを認めることも、
太陽光発電の発電設備容量の増大に強く影響す
る。さらには、太陽光発電の金銭的なリターンに
影響を与える日射量などの変数や、環境保護の意
識のレベルなどの変数も有意であることを明らか
にした。
　太陽光発電以外の研究に、州のインセンティブ
がハイブリッド車の導入に与えた影響を分析した
Gallagher and Muehlegger （2011） がある。彼らは、
税制インセンティブのタイプが消費者行動に異な
る影響を与えることを明らかにした。そして、ハ
イブリッド車へのインセンティブについて、売上
税に関するインセンティブが税額控除に関するも
のを大きく上回る効果を持つことを示した。Hitaj 

（2013） は、アメリカでの風力発電における州や政
府のインセンティブが与えた影響を分析し、税制
や生産へのインセンティブとともに、電力系統へ
のアクセスが風力発電の開発の促進に影響するこ
とを明らかにした。
　金銭的インセンティブに関する研究には、カリ
フォルニア州を事例とし、住宅での導入における
リ ベ ー ト に 焦 点 を 当 て て い る も の が あ る。
Mormann （2014） は、太陽光発電は多額の費用を
要するため、税額控除はファイナンスとしては不
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十分であり、導入時の費用に直結する政策が効果
的であるとした。Shrimali and Jenner （2013） は、
16 州での 27 のプログラムをもとに、太陽光発電
の導入政策のインパクトを計測した。彼らは、税
によるインセンティブより、キャッシュによるイ
ンセンティブの方が効果的であることを明らかに
し た。Sarzynski et al. （2012） は、1997 年 か ら
2009 年にかけての現金や税制のインセンティブが
太陽光発電の発電設備容量の成長に与えた影響を
分析し、税制のインセンティブと異なり、現金の
インセンティブは州レベルでの太陽光発電の発電
設備容量の増大に対して有意な影響を与えたこと
を明らかにした。Kwan （2012） は、2000 年のアメ
リカのデータを用いて住宅用の太陽光発電の普及
に環境的、政治的、社会的、経済的な変数が与え
た影響を分析し、太陽光発電の導入を牽引した要
因が日射量や電力価格、金銭的インセンティブで
あることを示した。
　Matisoff and Johnson （2017） は、州政府の太陽
光発電の投資に対する様々なメカニズムのインセ
ンティブを取り上げ、キャッシュリベートだけが
効果的であり、それもネットメータリングやファ
イナンスの利用可能性が導入された州でのみ効果
的であることを明らかにした。キャッシュリベー
トの効果は、家計がファイナンスのメカニズムに
アクセスできるほど効果が増すのである。
　Burr （2016） は、屋根に設置する太陽光発電シ
ステムに対する需要をモデル化し、補助金プログ
ラムの社会厚生上の効果を分析した。そしてカリ
フォルニア州での住宅用太陽光発電システムの導
入について、発電設備容量に応じた補助金と発電
量に応じた補助金の効果を比較した。その結果、
補助金 1 ドル当たりの効果では、発電設備容量ベー
スの補助金の方が太陽光発電システムの投資を促
すことを明らかにした。社会厚生の観点では、発
電量ベースの補助金の方が、効率的な場所での太
陽光発電の導入を促すことがわかった。なぜなら、
発電量ベースの補助金は日射量の多い場所での太
陽光発電の導入を促進させるからである。結論と
して、導入時の発電設備容量に応じた補助金より
も、発電量に応じた補助金の方が太陽光発電シス

テムの導入に大きな効果を与えたことを明らかに
している。

5．FIT

　FIT とは電力系統に再生可能エネルギーを販売
する際の電力の kWh 当りの価格を指す。その決
められた価格は卸と小売りの電力価格を上回るよ
う保証されている。つまり、FIT とはある期間に
おいて発電者が電力系統に売電する優遇的な価格
のことである。この卸の電力価格よりも高い価格
設定は、比較的に高い発電のコストや投資に対す
るリターンのために必要とされている。この FIT

は再生可能エネルギーの急速な普及に最も効果的
な政策であると考えられている（Mendonça,2007）。
その政策は他のものと比べ、再生可能エネルギー
をより効率的で安価に供給することができる

（Menanteau et al.,2003）。FIT は再生可能エネル
ギーへの投資における不確実性を減少させて市場
での成功を急速なものにするので、再生可能エネ
ル ギ ー の 普 及 に は 最 も 効 果 的 な 政 策 で あ る

（Couture and Gagnon, 2010）。
　太陽光発電システムの導入に対する優遇策は 2

つに大別できる。1 つ目は、設置する際に受け取
るものであり、2 つ目は、発電する際に受け取る
ものである。FIT は後者の優遇策であり、買取価
格は時間とともに低下し、それは新しい発電設備
の設置に影響する。FIT の制度設計においては、
契約期間が長いので、報酬に影響を与える変数の
動的な性質の理解が重要である。また FIT の費用
をカバーする手法も重要である。再生可能エネル
ギーの導入が大きくなると、FIT をサポートする
ための多大な費用が必要となり、それは消費者や
納税者の負担となるからである。また、保証され
た価格は競争を阻害し、さらには低コストの再生
可能エネルギーの普及を妨げることになる（Lipp, 

2007）。
　FIT の核心は再生可能エネルギーが生み出した
電力をある固定期間で保証された価格で買い取る
ことである。これらの価格は生み出された全ての
電力に対して差別することなく適用できるととも
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に、技術の種類や導入の規模、再生可能エネルギー
の源の品質などに応じて変化させることができる

（Fouquet and Johansson, 2008）。このことにより、
戸建て所有者や地主、農場、自治体などの多くの
投資家を参加させるとともに、多くの異なる技術
の再生可能エネルギーの開発を促進させることに
なる。Dijkgraaf et al. （2018） は、OECD30 ヵ国の
1990 年から 2011 年にかけてのパネルデータを用
い、FIT の買取価格の大きさだけでなく、買い取
り契約期間の長さも一件当たりの太陽光発電シス
テムの発電設備容量を増大させる効果が高いこと
を明らかにした。
　このように FIT は再生可能エネルギーに投資す
るリスクを大きく低下させ、市場を急速に成長さ
せる環境を創造することができる（Lipp, 2007）。
この構造は将来のキャッシュフローを安定させ、
投資家に対して再生可能エネルギーの開発での実
際の費用に応じた報酬を与えることができる。プ
ロジェクトの全期間で費用の回収を十分に行える
だけの FIT の支払いを確保するとともに十分な利
益を認めることが、FIT 政策の成功の鍵を握る。
　しかしながら、FIT には賦課金の増大にともな
う国民負担の増大という問題があり、日本やドイ
ツでは電力買取価格が引き下げられている状況に
ある。電力の売買から得られる利益の減少は、利
益を目的とした導入のインセンティブを低下させ
ることになる。しかしながら、システム導入の費
用も低下していることを踏まえると、今後は蓄電
池を活用した自家消費を促す制度設計が必要とな
ると考えられる。

6．ピア効果

　太陽光発電の導入においてピア効果が大きいこ
と が 明 ら か に さ れ て い る（Janssen and Jager, 

2002）。Rai and Robinson （2013） は、ピア効果は
意思決定の期間を短くすることを示している。つ
まり、ピア効果は潜在的な導入者に対して貴重な
情報を伝達して太陽光発電システムの導入に関わ
る不確実性を低下させると解釈できるのである。
Bollonger and Gillingham （2012） は、太陽光発電

システムの導入でのピア効果における CSI リベー
トの役割を分析し、高い普及率と高い CSI リベー
トの関係を示した。
　Rode and Weber （2016） では、空間的なピア効
果を詳細なレベルで推計し、太陽光発電の導入の
ピア効果は局所的であり、家庭での太陽光発電シ
ステムの導入に重要な要因であることを明らかに
した。さらには、局所的なピア効果は距離が離れ
るほど低下し、1km 離れると、ほとんど影響がな
くなることを明らかにした。
　太陽光発電システム市場が成熟すると、地域的
な暗黙知は時間とともに成文化される。そして、
地域的なノウハウが技術的に具体化され製品化に
至ると、システムの普及が加速することになる

（Shum and Watanabe, 2009）。しかしながら、シス
テムの設置に関する知識の共有化のためには、技
術とコミュニティーや地域の歴史的な背景との結
びつきが必要である。そのため、太陽光発電シス
テムの効果的な普及には、太陽光発電システムの
開発企業と設置業者との関係の強化が必要である

（Verhees et al., 2013）。
　Hughes and Podolefsky （2015） は、カリフォル
ニア州での CSI が太陽光発電の導入に与えた影響
について、カリフォルニア州の電力会社の違いを
利用し、境界線から 20 マイルの地域に限定して
分析し、$0.1/watt のリベートが一日当たり 7 ～
15％の導入の増大をもたらすことを明らかにし
た。 同 様 に、Hughes and Podolefsky （2013） や
van Benthem et al. （2008） は、現状のカリフォル
ニアの政策は効率的であることを示している。一
方、Rogers and Sexton （2014） は、太陽光発電シ
ステムの需要はリベートに対して反応的ではな
く、温室効果ガスの排出を避けるためのコストは
一般に考えられている社会的コストを 300％も上
回ることを明らかにした。さらに、最適な場所で
の設置と比べ、現状のシステムは効率性が少なく
とも 15％失われていることを明らかにした。この
結論は、最適な場所での発電を行うことで、同じ
発電量を低いコストで実施できることを示してい
る。
　許可のプロセスが容易な都市での太陽光発電シ
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ステムの導入費用は、許可を得るのが面倒な都市
よりも費用が安い（Dong and Wiser, 2013）。太陽
光発電の導入者が集中している場所での設置費用
はとても低い（Gillingham et al., 2016）。加えて、
導入の規模や経験も費用を低下させることも明ら
かとなっている。
　太陽光発電システムの普及には、国や地域レベ
ルでのシステムに対する認識の共有も重要である

（Smith et al., 2014）。 太陽光発電技術に対する事
業の有望性や雇用機会の存在、エネルギー供給の
確実性などの社会における認識が向上すると、太
陽光発電システムの普及が促進される（Verhees 

et al., 2013）。そのため、太陽光発電システムの普
及促進を図る機関や業界団体による消費者やコ
ミュニティーの技術の認知と理解を向上する活動
が重要となっている（Dewald and Truffer, 2012）。

7．結論

　太陽光発電システムの価格下落やリース事業の
進展、そして政府による補助金などの政策により、
世界的に太陽光発電の普及がめざましい。しかし、
急速な普及は電力系統への接続に対する悪影響や
補助金や FIT などに伴う国民負担の増大などによ
り、効率的な普及に向けた新たな政策の展開が求
められている。本稿では、太陽光発電システムの
需要構造を分析した先行研究を概観することで、
効率的な普及を実現するための要因を把握し、普
及政策の効果について検討した。
　その結果、以下のことが明らかとなった。太陽
光発電の出力変動は大きく、そのような太陽光発
電を効果的に活用するには、通常の発電所の柔軟
な運用とともに、バックアップ電源の設置が必要
である。太陽光発電システムへの投資には大きな
不確実性を伴うため、FIT などの固定的な金銭的
インセンティブとともに、リースなどの不確実性
を低下させる取引形態の普及促進が効果的であ
る。補助金の効果については、発電量ベースの補
助金は日射量の多い場所での太陽光発電の導入を
促進させるため、導入時の発電設備容量に応じた
補助金よりも、太陽光発電システムの導入と効率

性を高める。発電量ベースの補助金である FIT は、
再生可能エネルギーに投資するリスクを大きく低
下させ、市場を急速に成長させる環境を創造する
ことができる。太陽光発電システムの導入にはピ
ア効果が存在し、普及においてコミュニティーの
役割が重要である。また、効率的な場所での発電
を行うことで、同じ発電量を低いコストで実施で
きる。
　近年、太陽光発電による電力を効率化する取り
組みとして、分散型エネルギー資源（Distributed 

Energy Recourses, DER）が注目されている。こ
れは、電力系統に接続される分散電源や蓄電シス
テム、デマンドレスポンス技術などを含む総称で
ある。DER の活用により、電力会社の設備投資コ
ストの低下と、需要家の電気料金削減につながる
こ と が 期 待 さ れ て い る（Rahman et al., 2015）。
DER を効率的に運用するためには、最適な設置地
域の特定や DER の調達方法などの検討が必要と
なる。本稿の分析で明らかにした太陽光発電の需
要構造の特徴を活用すれば、最適な DER を実現
するよう太陽光発電システムの導入をコントロー
ルすることができる可能性が高い。そのような目
的の下、太陽光発電のミクロ的な需要構造を実証
的に分析することが今後の課題である。
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Demand structure and the impact of policy on deployment of 
solar photovoltaic systems

KIYOSHI ARAKAWA

Department of Social Information Studies, Otsuma Women’s University

Abstract
In recent years, solar photovoltaic systems have spread rapidly worldwide due, in part, 

to government subsidy policies. Because investments in solar photovoltaic systems involve 

significant uncertainty, along with financial incentives for fixed amounts, such as feed-in tariffs, 

leasing has gained popularity. To promote solar photovoltaic systems efficiently, governments 

grant subsidies in which the amount depends on the capacity of power generation at the time of 

installation or subsidies in which the amount depends on the quantity of power generation. Due 

to peer effects, community plays an important role in spreading installation of solar photovoltaic 

systems. This paper reviews the current literature on the demand structures and the impact of 

policy on the deployment of solar photovoltaic systems to grasp important factors for promoting 

the systems and to consider the effectiveness of policies in promoting the systems. 

Key Words（キーワード）
Solar photovoltaic（太陽光発電），demand structure（需要構造），subsidy（補助金），uncertainty（不
確実性），renewable energy（再生可能エネルギー）

11荒川：太陽光発電システムの需要構造と普及政策の効果
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